
様式第２号(事業別概要) No．64　　　　

）

(単位：千円)

　障害者自立支援法

＜事業に関する説明＞

（事業の効果）

26,546 

19年度 20年度 21年度 22年度 ②【障害者自立支援対策臨時特例交付金に関する業務】

決 定 額

年度別事業費

総事業費 事業期間

21,196 37,421 29,171 

 相談支援やコミュニケーション支援 114,334千円 平成19年度～平成22年度

 思いやりと希望にみちたまちづくり／障害をもつ人が安心して暮らせるまちづくり／心身に障害をもつ人の自立を支援す（実施計画における事業の概要）

障害福祉課（執行課：

単独事業

 障害福祉課

決　　定

要　　求 9,998 

事 業 名

細事業名

財源内訳

37,334 

  1．社会福祉費                              

  6．障害者自立支援福祉費

(歳　出)(歳　入)

9,998 

担当課･係

 

 

 

 

款

項

目

  3．民生費                                    6．地域生活支援事業費

県支出金

予算分析

一般財源

臨時経費 継続事業

要 求 額

 　障害児者のニーズに沿った柔軟な対応が求められる支援を行う。

（事業の説明） （事業の目的）

 建設費の助成 （事業実施に関する根拠法令）

実
施
計
画
の
内
容

 ①【障害者自立支援基盤整備事業に関する業務】

 対象者・団体への助成

（事業実施上の問題点）

 障害者自立支援法第77条に規定する市町村が行うべき事業を実施

 　・相談支援(相談支援事業を2箇所の事業所に委託)

 　・コミュニケーション支援(手話通訳者・要約筆記者の派遣など)

 　・市民講座の開催

 　・特例交付金に関する事業(視覚障害者用活字文書読上装置を庁内配置)

 　・グループホーム等建設費助成(1ヶ所の建設予定)

 

 

（見積についての特記事項）（前年度からの見直し点）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 　障害児者の社会参加の促進が期待できる。

 

 

 

 

平成２０年度　一般会計 予算見積 事業別概要書（当初）

事業番号施策体系ｺｰﾄﾞ

施　　策

01-05-02-10-10 97-1

 ③【グループホーム・ケアホームに関する業務】

27,336 

(佐倉市）


